
























Background of Policy Change in NSC 5516/ 1 :
































































































































　ここで生まれる疑問は、何故、米国側の 2 月 2 日案では曖昧な


























省も足並みを揃えることとなった。例えば、1951年 1 月 3 日の国
務省と軍部（JCS）との意見交換において、JCSが対日講和の早
期交渉に合意したことと引き換えに、国務省は日本再軍備に合意
した。また、 1 月 8 日の国務・国防総省の会合にて、 3 日の合意



















































































3 ．「インセンティブ」論と新たな対日政策（NSC5516/ 1 ）
　前述の通り、対日政策文書に在日米地上軍の撤退方針が初めて
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